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1.は  じ  め  に

近年,山 陽新幹線のトンネルライエングコンクリ
ート剥

落事故の発生等から, トンネル構造物のライエングの全断

面検査が望まれており,現 状の検査手法として,電 磁波レ

ーダによるライニング厚さ,コ ンクリートの内部欠陥 (空

隙やジャンカ),背 面空洞
⊃を調査する非破壊検査方法

の

が挙げられる。しかし,こ の検査方法は検査装置を対象と

するコンクリート表面にほぼ接触させた状態で検査するも

のであり,架 線をはじめ,コ ンクリ
ートの凹凸面などトン

ネル内の障害物を避けて調査する必要があることやトンネ

ル全断面のように非常に広大な範囲を測定することを考え

ると,検 査効率は悪く,実 用性に欠ける面をもっている。

現実的な日常管理を考えると,軌 道や架線の状況を検査

するために用いられているような検査車両に検査機器を搭

載し, トンネル内を走行しながら非接触で トンネル内のコ

ンクリー トの欠陥を検出することができれば,点 検 。調査

を合理的 ・効率的に遂行することが可能であると考えられ

る。しかし,現 状の測定装置では,電 磁波を発信するアン

テナが検査対象のコンクリート面から離れると電磁波が減

衰し,内 部欠陥の検出が困難となることが言われているた

め,研 究開発なしに車両搭載式等を前提とした検査方法へ

の活用は非常に難しい状況である。 .

そこで本研究では,電 磁波を放射する際の指向性を向上

させ,電 磁波の減衰の影響を軽減することが可能と考えら

れるホーン型レーダアンテナを用いて,こ のアンテナを対

象コンクリー ト面から最大で lm離 し,コ ンクリ
ート内部

の探査を行った。また,同 時にホ
ーン型アンテナの基本特

性等を種々検討し,最 終的な検査結果については,有 識者

以外にも理解できるような簡易的な表示を試みた。
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2 .供 試 体 概 要

本研 究で使用 した供試体 は ,W/C64.6%,強 度

18N/11m2,ス ランプ186m,空 気量 4,5%の 普通コンクリ

ー トである。示方配合を表 1に示す。供試体の寸法は,

2m× 9m,厚 さが最大 0,7mで ある。図 1に供試体の平面

図,断面図および供試体内部に欠陥部を模擬して配置した

埋設物の状況を示す。なお,本 研究ではコンクリ
ート表面

から埋設物までの距離を埋設深さと表現することとした。

供試体には1.5m間 隔で埋設深さを変化させてH形 鋼が

配置され,こ れを境界 として区分 した。区間Aに は,図

に示すような楕円形の型に砕石を詰め,形 状を保持するた

めに,型 を取 り外しながらコンクリ
ートの打設を行い,ジ

ャンカを模擬 した砕石撒 きを配置した。また,区 間Bで

は,厚 さの異なる模擬空隙 (スタイロフォ
ーム)を 埋設深

さ100 mmで 配置し,区 間Cに は埋設深さ20011mで 大き

さの異なる模擬空隙を配置した。区間Dに は,厚 さの異

なる空隙率 25%程 度の板状のポーラスコンクリ
ー トをあ

らかじめ作製しておき,打 設時に配置することでジャンカ

を模擬した.区 間E,Fに はひび割れ幅,お よびひび割れ

角度が異なる人工ひび割れをエンビシー トにより作製 し

た。また,区 間E,Fの 境界 となるH形 鋼の直下に左右の

寸法がほぼ均等となるように背面空隙を配置した。表 2に

埋設物の寸法等を示す。

表1 コ ンクリートの配合

W/C
(%)
由
的
´

単位体積重量 (kq/r)

W C S G
AE

減水剤

64.6 49.7 178 276 888 937 0.690
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表2 供 試体内部の埋設物一覧

区 間 名 称 寸法および埋設深さ (mm)

砕石撒き

内部空隙 (10o) 400×400× (1100,2001 d‐ 100

内部空隙 (200) 400X400● 00カ 00Xt200 d=200

ジャンカ
500X1000X〈t50, 1001

ポーラスコンクリート(空隙率25%)

人工ひび割れ
ひび割れ幅 :01,o3,0 5mm角 度45ロ

ひび害」れ角度 :30,45,60,90度 (幅0 3nrn)

背面空隙

H形 鋼

3 .実 験 概 要

本研究では,測 定周波数が l GHz程 度のホーン型アン

テナを用いた。また,発 泡スチロールの比誘電率が空気の

比誘電率に近いことから,発 泡ステロールを透過する電磁

波が空気を透過していると仮定し,発 砲スチロール板を供

試体上に積み上げ,そ の発泡ステロール上で検査装置 (ア

ンテナ)を 走行させることでコンクリート表面とアンテナ

との間隔を保持し,コ ンクリ
ート内部の欠陥部の探査を行

った。実験での計測状況を写真 1に示す。なお,本 研究で

は積み上げた発砲スチロール板の高さにアンテナを走行さ

せるための台車の高さを加えた高さを計測高さと呼ぶ.ま

た,計 測時の走行速度は人が歩 く程度の速度とし,実 験者

など周囲の障害物の影響を避けるためにアンテナに縛 り付

けたロープを引っ張ることにより走行させた。まず,埋 設

物が配置されている供試体中央部を,計 測高さ100,400,

600,800,1000 mmの 5水 準により探査を行い,計 測高さ

が埋設深さの推定精度に及ぼす影響を検討した。

続いて,ホ ーン型レーダアンテナの基礎特性として,図 2

に示すように2本 の鉄筋を水平に配置し,2本 の鉄筋を1

本と誤って計測してしまう鉄筋の間隔,す なわち水平方向

(進行方向)に 対 してどの程度の分解能を有 しているか検

討した。また, トンネル全断面のような広大な範囲の計測
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*断 面図の点線は100mm間 隔

図1 供試体の平面図,断 面図および埋設物配置状況

を行う場合,複数のアンテナを同時に使用し,計測を行うこ

とが考えられる。そこで,ひとつのアンテナがどの程度の範

囲を検出可能であるかを検討するために,図 3に示す方法

によリホーン型アンテナの検出可能範囲の検討を行った。最

後に,複数の測線によって供試体計測を行うと共に,計測結

果を容易に理解できるような表示方法についても検討した。

内音6空,同深さ200mm

写真 1 計 測状況

進行方向

図2 水 平分解能の実験方法
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図3 濃1線間隔に関する実験方法

4.結 果および考察

4.1 各計測高さにおける埋設深さの推定

表 3に計測高さを100～ 1000 mmの 5水準により供試体

中央部を計測し,推定した埋設深さを示す.なお,計測高さ

1000 mmに おいては,区 間B,Cの 内部空隙部分のみを計

測 している。表 より,区 間 B,Cの 内部空隙は計測高さ

1000 mmで も計測が可能であり,推 定精度は 10%以 内で

あった。しかし,埋設深さが 300 mm以 上である背面空洞,

H形 鋼の計測は不可能であり,人工ひび割れにおいても同

様であった。人工ひび割れに関しては,塩 ビシ
ー トが埋め

込んである状態であり,電磁波がひび割れ部で反射せず,

透過 してしまったためと考えられる。全体として,少 なく

とも計測高さが 80011mに おいて,埋 設深さ200 mm程 度

の内部空洞,ジ ヤンカ,H形 鋼を計測することが可能であ

り,現在,一 般的に使用されているダイポ
ール型アンテナ

で同様に著者が行った結果
3,0に
比べて減衰が軽減されて

おり,指 向性の向上が大きく寄与していると考えられる。

4.2 ホーン型レーダアンテナの水平分解能

図 2で 示 した方法により,2本 の鉄筋の間隔 Lを 100,

200,300,400,500 mmと したときの計測画像を図4に示

す。図より,鉄 筋間隔Lが 30011m以 上であれば,画 像中

央部の鉄筋検出部分 (画像の濃淡のはっきりした部分)に

2つ の山を判断することが出来る.し か しながら,L=

200 mmで は2つ の山が不明瞭となり,L=100 mmで は完

全に山が 1つ になっていることがわかる.こ のことから,

本研究で使用 したホーン型アンテナの水平分解能は,200

～300 mm程 度であることがわかった。これは,計 測を行

う際,複 数の欠陥部が存在 し,隣 り合 う欠陥の間隔が

300 mm以下であつた場合は,これらを同一の欠陥と半J断

する可能性があるということである。

4.3 ホーン型アンテナの検出可能範囲に関する検討

複数のアンテナを同時に使用して計測を行う場合,複 数

の測線も設定することが必要となる。その際,ひ とつのア

L=100mm    L=200nlm

L=300-    L=400Hlln    L=500nlm

図4 ホ ーン型アンテナの水平分解能

図5 欠 陥部直上から測線が移動した場合の計測波形

(縦軸 :伝播時間  横 軸 :振幅)

ンテナより検出できる範囲を把握することが重要である。

そこで,図 3に示すように,区 間B(埋 設深さ100 mmの内

部空隙)において,ア ンテナの中心を内部窯隙直上,進行方

向に対して直角方向に500 mm移 動 した位置で計測を行っ

た。図 5に計測波形を示す。なお,こ のときの計測高さは

600 mm程度である。図より,両者の計測波形の振幅値には

大きな差があるが,ア ンテナを50011m移 動させた場合に

おいても,内部空隙を検出することは可能であった.これよ

り,本研究で使用したホ
ーン型アンテナの検出可能範囲は,

上記の実験条件では,片佃1500 mm,す なわち,少 なくとも

アンテナの中心からlm程 度であることが考えられる。

また,こ の ときの推定深 さは,内 部空隙直上では

116 mmで あり,500 mm移 動させた場合は 125 mmで あっ

た。これは,測 線が欠陥部の直上でない場合,電 磁波が発

信されてから受信するまでの経路は,計 測高さが
一定であ
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表3 各 計測高さによる埋設深さの推定値

区間 埋設物 埋設深 さ
計測高さいm)
400

砕石撒き

内部空隙

内部空隙

表面近傍

H形 鋼 浅 159 163
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A.実 際の供試体 供試体端側

進行方向

(区間A→区間F)

供試体中心側

*上 面図  供 試体の半分のみ計測

0  100 200 300 400 500 600

図6 簡 易的表示によるコンクリート内部の埋設物推定図
(計測高さ800 mm,測線ピッチ20011mの場合)

れば,コ ンクリート面に対して斜めに入射することになり,

欠陥部直上の場合に比べて経路が長くなるために誤差が生

じた可能性がある。

4.4 簡易的な計測結果表示方法

本研究では,測 線間隔の設定等に関して種々検討を行っ

たが,供 試体計測では供試体寸法を考慮し,供 試体中心か

ら片測方向に測線間隔 100 mmで 計 7本 の測線を設定して

計測を行った。このときの計測高さは,80011111nである。

計測結果の処理方法は,計 測範囲を100m四 方のメッシ

ユに区分し,そ れぞれのメッシュ内における最少の埋設深

さ推定値を代表値とし,埋 設深さ分布を示した。(図6(B))

なお,図 6(A)は ,供 試体の設計図より実際の供試体を

表現したものである。

図より,計測結果と実際の供試体を比較すると,進行方向

に対する欠陥部の位置は同様な傾向を示していることがわ

かる。一方,検 出可能範囲が約 lm程 度あることから,供

試体端部での計測においても欠陥部が検出され,異 なった

結果を示していることも挙げられる。しかし,本研究で使用

した供試体に比べて,寸法が大きい供試体や実際の構造物

等であれば,測線間隔を大きくすることが可能となり,この

ような誤差は軽減することが可能であると考えられる。

5. ま

新たなトンネル検査手法の 1つ として,車 両搭載式の検

査手法が合理性,効 率性から望まれており,本 研究では,

ホーン型レーダアンテナを用いた非接触による電磁波レー

ダ法によるコンクリート内部の欠陥部探査について検討を

行った。

① ホ ーン型レーダアンテナを用いた場合,検 査装置と検

査対象のコンクリート面との距離が 1000 mm離れた

場合でも,深 さ100～ 200 mmの内部空隙を検出する

ことが可能であり,こ のときの深さの推定精度は

10%以 内であった。

② ホ ーン型レーダアンテナの水平分解能は,200～

300 11mlであった。

③ ホ ーン型レーダの検出可能範囲は,計 測高さ600 mm,

、 深さ100 mm程度の埋設物であれば,進 行方向に対し

て直角方向に少なくともアンテナ中心から約 1000 mm

の幅で埋設物の検出が可能であった。

④ ア ンテナが欠陥部直上ではない場合,欠 陥部の検出は

可能であっても,深 さの推定値に誤差が生じる可能性

がある.

⑤ 一定間隔の複数の測線で計測することにより,実際の

供試体 と同様の傾向をもつ供試体内部の埋設物の推定

を行 うことが可能であった。
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